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図１ 住民・行政協働の災害対策のための現状分

析マトリクスの模式図 
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In this paper, the authors proposed a matrix for analyzing present state and for suggesting future activities in 

regional disaster countermeasures with a corporation of inhabitants and local government.  Hearing survey was 

conducted for 12 associations of inhabitants.  Important elements in disaster countermeasures were extracted 

through the survey and were summarized in the matrix. 

 

1.はじめに 
リニア山梨駅が建設予定の甲府市大里地区は水害

常襲地帯である。新駅建設を機に、同地区では現在

の地区の減災とともに将来の水害に強い街づくりの

ため、住民と民間企業がＮＰＯを設立した。本稿で

は、同地区の１６自治会で構成される大里地区の地

区防災計画策定に向け、ＮＰＯと協力して筆者らが

各自治会に対してアンケート、ヒアリング調査を実

施し、大里地区が甲府市と協働で進むべき方向を検

討した結果について報告する。 

 

2.災害対策のための現状分析マトリクス 
2.1 マトリクスの概要 

地区防災計画の目標とするところは共助と公助の

連携した災害対策であり、まさに住民・行政協働の

災害対策である。住民・行政協働の災害対策を実現

させるための地域防災力向上のプロセスを分析する

ことを目的として、共助の軸と公助の軸で構成され

る２次元平面上で、住民・行政協働の災害対策を実

現するための現状分析マトリクスを作成した。ここ

で横軸は、筆者が提案する地域防災における CAUSE

モデルの各段階 A、U、S、E を配置し、縦軸に最高

位を地区防災計画策定として設定したリスクコミュ

ニケーションの段階を配置した。図１にマトリック

スの概念を示す。ここで、縦の公助軸では、中間に

位置する相互の意見交換、すなわち適切なリスクコ

ミュニケーションが行われているか否かが重要なス

テップと考えている。このマトリクス上に有効な災

害対策事例を配置すると、現状から右上の地区防災

計画策定を実現するための具体的な対策が示唆され

ることになる。ここでは、マトリクスに配置される

有効な災害対策を、住民・行政協働の地域防災のた

めの重要要素と呼ぶことにする。 
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写真１ おおさとまちづくりネットワークの拡大

理事会 

 

 

写真２ 中条南地区に対するヒアリングの様子。自

治会長、防災部長とともに地区連合会長も立ち会っ

た。 

 

2.2 事例の整理 

作成した災害対策の現状分析マトリクスの各欄に、

全国で行われている地区防災計画策定に向けた取り

組み事例を重要要素として配置した。マトリクスの

各欄への重要要素の記述に当たっては、できるだけ

「地区名：～を実施することによって～の対策が可

能となった」の形式とした。このようにマトリクス

を作成すると、現状の対策を向上させる具体策が、

他地区の事例から示され、住民・行政協働の地域防

災力を高めるプロセスが明示されると考えている。 

 

3.現状分析 
3.1 アンケート、ヒアリング 

甲府市大里地区は、１６の自治会で構成される地

区自治会連合会によってとりまめられている。筆者

は平成２７年９月にこの自治会連合会の防災訓練で

ワークショップのファシリテーションを担当した。

その後、地区連合自治会と地区内企業で構成され、

市議会議員等が顧問となって設立された特定非営利

活動法人「おおさとまちづくりネットワーク」の特

別顧問として、防災・減災アドバイザーの役割を担

っている（写真１）。 

地区連合自治会、おおさとまちづくりネットワー

クの協力のもと、各自治会長に対して災害対策の現

状をアンケートとヒアリングで調査した。アンケー

トでは、とくに自治会で力を入れている対策ならび

に甲府市との連携について記入してもらい、そのア

ンケートを見ながら、具体的な対策について質問す

る形式にてヒアリングを実施した（写真２）。対策に

関するヒアリングでは、「～を実施することによって

～の対策が可能となった」を聞き出すように努めた。 

調査が実施できたのは１２自治会で、４自治会と

は調整がつかなかった。１２自治会を対象としたヒ

アリング調査における自治会の共通点は、自治会長

が防災に対して前向きな姿勢が目立ったこと、相違

点は災害対策の取り組みに対する住民の参加意識で

あり、自治会によって大きな温度差が感じられた。

上記１２のうち２つの自治会では、避難行動要支援

者の名簿を作成・管理し、各要支援者を支援する住

民まで名簿とマップが準備されていた。一方、他の

自治会では、甲府市から避難行動要支援者名簿を配

布され、厳重な管理を要請される中、要支援者の避

難について具体的な支援策が見つからず、対応に苦

慮していた。また、防災訓練に参加するのは自治会

の役員のみで、なかなか一般の住民の協力が得られ

ない現状を訴える自治会も少なくなかった。 

 
3.1 マトリクスの作成と現状分析 
 地区防災計画モデル地区の重要要素とともに、筆

者がリスクコミュニケーションで支援した山梨県甲

州市塩山一瀬高橋地区 1)、市川三郷町八之尻地区 2)
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図２ 作成した住民・行政協働の災害対策のための現状分析マトリクスへの記入例 
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共助

安渡地区（岩手県）
要援護者避難支援訓練
支援する時間の限定や一定の自助（玄関までは自力で出てくる）等を条件に，リア
リティのある厳しい状況設定のシナリオに基づき住民・行政協働で訓練を行った．

安渡地区（岩手県）
避難の方法
東日本大震災の生存者に避難行動に関するアンケートを実施し，教訓を伝承するための計画を作成した．時間
ごとに行うべき行動がまとめられている．

④リバーサイドタウン第一自治会（山梨県）
避難の方法
シナリオに沿って，図上訓練で取り組んだ豪雨水害を対象とした訓練を行った．住
民は実際に避難するのではなく，各世帯が避難の判断の結果を報告する形で参加
し，要援護者の方の避難は実際にマイクロバスを使って行われた．

①リバーサイドタウン第一自治会 （山梨県）
地域の被災履歴や被害想定，激震地の被災映像，家具固定の有効性を説明する動画，簡易な震動実験によ
る建物の振動メカニズムを耐震補強効果の説明を行う．質疑応答の時間を多めにとり，住民の被災体験や，自
宅の築年数や家具固定の状況を引き出した．

①八之尻地区(山梨県）
在宅避難
抽出された在宅避難の欠点（課題点）に対する解決策を検討した．大学教員・学生
がグループに入りファシリテーター・サポーターとして住民の意見を促し，町の防災
担当者が質問に回答した．

③リバーサイドタウン第一自治会（山梨県）
避難の方法，要援護者の避難支援，情報収集
抽出された課題の対応を自助，共助，公助の観点から分類し解決策を検討した．

①市川大門六丁目防災会（山梨県）
災害が起こったときのことを想像しながら町を歩き，危険と感じたものや役立つと感
じたものを記録する．図上に整理し発表して情報を共有する．専門家により住民の
気づきを促した．

②市川大門六丁目防災会（山梨県）

課題解決ワークショップを行った．防災点検マップを参考に，ＫＪ法による課題抽出と，課題解決方法を検討する．
質問には行政（町）も回答に加わった．

④市川大門六丁目防災会（山梨県）
避難の方法，安否確認，情報収集・伝達
東海地震を想定し，以下の検討した解決策の妥当性を確認した．①地震発生後の
安否確認，必要な救援・救護の要請②携帯電話での救援要請等の情報発信③避
難所への避難

③市川大門六丁目防災会(山梨県）
安否確認，救助・救護
具体的な状況を想定し，家族・住民の安否確認の方法，けが人への対応，倒壊した
家屋の住人の救出の対応を検討した．

①八之尻地区（山梨県）
在宅避難
ＫＪ法により地震災害時に集落に留まるという選択があることに気づき，理解するため，在宅避難の利点，欠点
の抽出を行った．

公助
⑤一之瀬高橋（山梨県）
集落外避難
解決策は明文化され，12月になると行政が地区に除雪機が配置し，住民が操縦し，
除雪できるようになった．

④一之瀬高橋（山梨県）
集落外避難
停電時，土砂災害発生時に住民と行政がそれぞれできること，できないことについて話し合い，対策を検討した．

③一之瀬高橋（山梨県）
集落外避難
次の災害を認識するために，停電した場合と土砂災害が発生した場合の状況を書きだし，共有した．そこで災害
に対する理解につながった．

堀之内地区（白馬村）
救助・救護
日ごろから近所付き合いが親密であったため，誰が家のどこで寝ているかも把握しており，救助活動がスムー
ズに行われた．長野県が推進している「災害時住民支え合いマップ」は災害時要援護者のいる家庭を地図上に
書き込み，誰が支援するのか決めていた．

②一之瀬高橋（山梨県）
集落外避難
豪雪災害時にできたこと，できなかったことを振り返り気づきを促した．

②リバーサイドタウン第一自治会（山梨県）
避難の方法，要援護者の避難支援，情報収集
時々刻々と変化する状況付与によるリアリティのあるシナリオで，豪雨が発生した場合の課題を抽出した．

①一之瀬高橋（山梨県）
集落外避難
住民が行政の提案した集落外避難を拒否した．

よこすか海辺ニュータウンソフィアステイシア
要援護者支援体制
要配慮者を100%把握し，台帳を作成している．マンションを11ブロックに分け，避難
誘導リーダー，サブリーダーを配置している．避難に必要な担架は要配慮者の家に
配置している．

見附市（新潟県）
避難行動要支援者対策（ファミリーサポート制度）
地域の共助を基本として，避難行動要支援者と，要配慮者を支援する世帯をあらかじめ名簿に登録し，避難等
を支援する仕組みであり，市全体に運用している．個人情報の提供の同意がない者については，名簿を封筒に
入れ密封した状態であらかじめ民生委員等が保管し，避難情報が発令された時に開封することとしている．

笈ヶ島地区（新潟県）
防災リーダー養成講座
2ヶ年計画でリーダー養成講座を開催し，ガイダンス，実習，具現化，体験，特別研修の段階で災害対策と，避難
所運営について講座を行っている．

布土地区（愛知県）
被災した地区へのヒアリング
布土地区と地形等が類似している東日本大震災を経験した地区に対してヒアリングを行い，被災した地区の教
訓を聴き，理解を促した．

平尾地区（東京都）
要援護者支援
避難行動要支援者が災害時に直面する課題や市の対策，支援体制づくりの事例について説明し，避難方法，
避難支援の対象者，発災時間を考慮した地域の支援体制を検討した．特に事前把握の重要性及び市の関連事
業の情報提供を同時に行うことで名簿の活用につながった．

中条南：要配慮者支援
自治会独自で名簿を作成し，自治会長，自主防災部長が把握して
いる．

大津：要配慮者支援
自治会独自で名簿を作成し，各要支援者1人に対し，2人支援者を
取り決め，防災マップ上に家の場所を示した．

中条南：備蓄
備品のリストを作成し，防災倉庫の備品の点検を毎年1回行ってい
る．甲府市に物資の申請をしたが，廃止になってしまった．

大津：備蓄
倉庫にある在庫，必要なもの，を表にして把握．また，各戸にある
資材の個数も表にして把握している．

中条南：避難誘導
役員が公民館に集まり，情報収集し，水かさが増している時は平
屋の人は近くの二階に避難する事を考えている．40～50人が訓練
に参加している．

大津：避難
避難マップを作成し，自治会役員，住民が避難の計画を作成し，
訓練を単発的に行っている．

関口：防災マップ

自治会連合会が開催した防災マップ作りに役員だけでなく住民も
参加し，地域の災害リスク，自分たちの知識の欠如に気づいた．

耕南：備蓄
堤防の上にある防災倉庫の移転のため甲府市に補助金を申請し
た．申請のために現在の備品の個数を確認した．

中条南：避難所一泊体験
小学校と連携をとり，避難所に宿泊した．

中条南：情報収集・伝達

テレビ，データ放送で情報を収集し，無線放送，連絡網により伝達
する．

大津：避難所運営

対象災害は決めていないが，避難所に皆入れると想定して，避難
所の配置を決め，訓練をする予定である．

など、筆者が住民・行政協働のリスクコミュニケー

ションを通して実施した重要要素をマトリクスの該

当欄に記入し、住民・行政協働の災害対策のための

マトリクスを作成した。図２は作成したマトリクス

の一部を例示したものである。 

 マトリクスの縦軸は公助であり、下位からⅠ.情報

公開、Ⅱ.情報説明会の開催、Ⅲ.意見交換、Ⅳ.対策、

Ⅴ.訓練・検証、Ⅵ.計画の策定の６段階とした。重要

要素のうち白抜きの部分が、甲府市大里地区の調査

結果の一部を重要要素として記入したものである。

共助軸では実行（Enactment）に至っている重要要素

でも、行政との連携が薄いため、縦軸ではⅡの段階

に留まっている。例えば、公民館で情報収集し、筋

を防災無線で伝達し、平屋の住民は近隣の二階建て

の住宅に避難すること等を取り決め、住民５０人程

度参加のもと訓練も実施しているが、市からの迅速、

正確、確実な情報入手や、屋内安全確保してからの

避難、とくに要配慮者対策については行政との連携

が必要であり、災害対策としては不十分であった。 

 

4.まとめ 
共助における災害対策の具体的内容は、対策の進

んだ自治会から遅れた自治会が学ぶ仕組みが大切で

ある。一方、住民と行政がお互いの対策を相互に理

解し、欠如した点を補うあうために、効果的な意見

交換が不可欠である。提案したマトリクスは、現状

を認識し、対策を向上させる有効なツールとなる。 
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